
証券コード：9413

定時株主総会

第11回

◎  新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、ご来場は極力お控えいただき、
書面またはインターネットによる議決権行使にご協力ください。

書面またはインターネットによる議決権行使期限
2021年６月16日（水曜日）午後５時30分まで

◎  お土産の配布はございません。

2021年６月17日（木曜日）
午前10時（受付開始 午前９時）

開催
日時

開催
場所

決議
事項

東京都文京区後楽一丁目３番61号
東京ドームシティホール
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役12名選任の件
第４号議案　監査役２名選任の件
第５号議案　取締役賞与支給の件
第６号議案　取締役報酬額改定の件
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株 主 各 位 証券コード 9413
2021年６月１日

　

東京都港区六本木三丁目２番１号
　

　
代表取締役社長 石 川 一 郎

　

第11回定時株主総会 招集通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第11回定時株主総会を下記により開催いたしますのでご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、株主の皆様におかれましては後記の「株主総会参考書類」
をご検討のうえ、書面またはインターネットにより議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１. 日 時 2021年６月17日（木曜日）午前10時（受付開始午前９時）
２. 場 所 東京都文京区後楽一丁目３番61号

東京ドームシティホール（末尾の案内図をご覧ください。）
３. 目的事項

報告事項 1. 第11期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに
会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第11期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役12名選任の件
第４号議案　監査役２名選任の件
第５号議案　取締役賞与支給の件
第６号議案　取締役報酬額改定の件

　

４. 議決権行使についてのご案内
（1）議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決

権行使を有効なものといたします。
（2）インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものといた

します。
（3）本総会の招集に際して株主の皆様に提供する書類のうち、「業務の適正を確保するための体制及びその運用

状況」、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.txhd.co.jp/）への掲載をもって株主の皆様に対する書類の提供とみな
させていただきます。したがって、本招集通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会
計監査人が監査をした書類の一部であります。

以 上
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詳細は次ページをご覧ください。

議決権行使のご案内
株主総会の議決権は株主の皆様の大切な権利でございます。
新型コロナウイルス感染症の拡大防止と株主の皆様の安全を考慮して、
ご来場は極力お控えいただき、書面またはインターネットによる議決権行使にご
協力ください。

2020年10月にご通知申しあげましたとおり、前回（第10回）定時株主総会の議決権集計に
おきまして、当社の株主名簿管理人であるみずほ信託銀行㈱が行った事前行使の集計業務に
おいて、本来集計されるべき議決権が集計されないという不適切な取り扱いが行われていた
ことが判明いたしました。再集計の結果、集計されなかった議決権は総議決権の0.05％であ
り、議案の成否への影響はございませんでしたが、当社は本件を株主の皆様の権利に対する
重要事案であると受け止め、同社から再発防止策の説明を受けるとともに、本総会において
適切な集計業務を行うことを指示しております。

事前に議決権を行使いただく場合
インターネットによるご行使
行使期限 2021年６月16日（水曜日）午後５時30分まで
スマートフォンからの議決権行使は「スマート行使」をご利用ください。

郵送によるご行使（議決権行使書用紙）
行使期限 2021年６月16日（水曜日）午後５時30分必着
行使期限までに到着するよう、余裕をもってご返送ください。

●業績報告ＶＴＲを当社ウェブサイトにて事前公開しております。
　議決権を事前行使していただく際の参考にご覧ください。

https://www.txhd.co.jp/ir/stock/meeting/

●株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.txhd.co.jp/）に掲載させていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

「スマート行使」によるご行使
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み
取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要でアクセスできます。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC
向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権
行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議決権
行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ遷移
できます。

※ QRコードは㈱デンソーウェーブの
登録商標です。

同封の議決権行使書用紙の右下
「スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコー
ド」をスマートフォンかタブレ
ット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト
画面が開きます。
議決権行使方法は2つ 
あります。

1.   QRコードからスマートフォン用議決権行使
ウェブサイトへアクセス

2.   議決権行使方法 
を選ぶ

4.   確認画面で問題なければ  
「この内容で行使する」 
ボタンを押して行使完了

3.

QR
コード

2021年６月16日（水曜日）午後５時30分まで議決権行使期限

各議案について 
個別に指示する 
場合、画面の 
案内に従って 
各議案の賛否を 
ご入力ください
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2. ログインする

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決
権行使コード」を入力し、「次へ」をクリック

クリック

入 力

1.   議決権行使ウェブサイトにアクセスする

「次へすすむ」をクリック

クリック

3.   パスワードの入力

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パス
ワード」を入力し、「ログイン」をクリック

クリック

入 力

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使コード・パスワード入力によるご行使

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部　ふ0120-768-524　受付時間　平日9：00～21：00
議決権行使サイトに関するお問い合わせ

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
議決権行使ウェブサイトインターネットによる議決権行使は、当社の指定する右記の

議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ
可能です。

2021年６月16日（水曜日）午後５時30分まで議決権行使期限
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当日ご出席される場合
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
ご来場はお控えいただくことを強くお勧めいたします。
外出自粛要請などにもご留意いただき、事前の議決権行使をご検討ください。

株主総会日時 2021年６月17日（木曜日）午前10時開催
（受付開始：午前９時00分）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
株主総会当日は、この「招集通知」をご持参ください。
株主様ではない代理人及び同伴の方など、株主様以外の方はご出席いただけません。（お
身体の不自由な株主様の同伴の方を除きます）

【新型コロナウイルス感染症対策】
・会場内は席の間隔を十分に空け、座席数を限定いたします。満席の場合はご入場をお断りすることが
ございます。
・お土産のご用意はございません。
・咳、発熱など体調不良と見受けられる株主様にはスタッフからお声がけさせていただくことがありま
す。ご退出をお願いすることもございますのであらかじめご了承ください。
・マスク着用によるご来場、消毒液による手指の消毒などについてご協力をお願いいたします。
・運営スタッフはマスクの着用などの感染防止策を施したうえ対応をさせていただきます。
・急な会場変更などの本総会に関するご連絡は当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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第１号議案 剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置付けております。認定放送持株会
社体制の下、高い公共性を認識しながら、グループの成長と企業価値の増大、長期的な経営基盤の充実に向けた
内部留保とのバランスを考慮し、安定的な配当の継続を重視しつつ、業績に応じた利益還元にも努めることを配
当の基本方針としております。具体的には、１株当たり20円を下限とした安定配当に加えて、業績に連動した配
当として、連結ベースで配当性向30％を目標にしております。
　以上の基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
　

１
配当財産の種類
　

金 銭
　

２

配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　
当社普通株式１株につき 金25円
　

配当総額 金701,944,075円
　
※これにより、中間配当金を含めた当期の年間配当は１株につき金40円となります。

　

３
剰余金の配当が効力を生じる日
　

2021年６月18日（金曜日）
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第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
　当社の剰余金配当の基本方針は、第１号議案に記載のとおり「安定的な配当の継続」を重視しております。会
社法では剰余金の配当等を行うには基準日から３カ月以内に株主総会の決議が必要とされますが、大災害やパン
デミックの発生など不測の事態により定時株主総会の開催が延期を余儀なくされるような場合、基準日時点の株
主様に配当金をお支払いできなくなる恐れがあります。このような事態に対して、取締役会の決議をもって、基
準日時点の株主様に対して安定的かつ機動的に剰余金の配当等を行うことができるように、定款変更案第47条
（剰余金の配当等の決定機関）を新設するものであります。
　なお、本規定は、不測の事態により定時株主総会の開催が困難となった場合でも、取締役会が安定的に剰余金
の配当等をできるようにするためのものであり、株主総会で剰余金の配当等を決議することを当社の原則とする
ことに変更はありません。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

＜新設＞ （剰余金の配当等の決定機関）
第47条 当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第

１項各号に定める事項については、法令に別
段の定めのある場合を除き、取締役会の決議
によって定めることができる。

第47条～第48条 ＜条文省略＞ 第48条～第49条 ＜現行どおり＞
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第３号議案 取締役12名選任の件
　現任取締役全員（13名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役12名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　当社は、取締役会の監督機能を強化し、あわせてグループ全体の重要な意思決定に専念することを目的とした
取締役会の構成の見直しを行います。取締役の総数は現在の13名から12名に減員する一方で、社外取締役を現
在の３名から５名に、うち独立社外取締役を２名から４名に増員し、独立社外取締役の員数を全取締役の３分の
１といたします。同時に当社は本総会終結後に執行役員制度を導入し、意思決定のスピード化にも取り組んでま
いります。
　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ経営諮問会議の諮問を経ております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名 現在の地位 在任期間 取締役会
出席回数

経営諮問
会議

1 再任 小
こ ま ご

孫 茂
しげる

代表取締役会長 ６年 13／13回 〇

2 再任 石
いしかわ

川 一
いちろう

郎 代表取締役社長 ５年 13／13回 〇

3 再任 新
にいのみ

実 傑
すぐる

専務取締役 ２年 13／13回

4 再任 加
か ま す

増 良
よしひろ

弘 専務取締役 ３年 13／13回

5 再任 松
まつもと

本 篤
あつのぶ

信 常務取締役 ２年 13／13回

6 再任 狐
きつねざき

﨑 浩
ひ ろ こ

子 常務取締役 ２年 13／13回

7 再任 川
か わ さ き

崎 由
ゆ き お

紀夫 取締役 １年 10／10回

8 再任 社外 独立役員 大
おおはし

橋 洋
よ う じ

治 取締役
（社外取締役）

10年
９カ月 13／13回 〇

9 再任 社外 独立役員 岩
い わ さ

沙 弘
ひろみち

道 取締役
（社外取締役） ６年 13／13回 〇

10 再任 社外 岡
お か だ

田 直
なおとし

敏 取締役
（社外取締役） ２年 13／13回

11 新任 社外 独立役員 澤
さ わ べ

部 肇
はじめ

― ― ― 〇

12 新任 社外 独立役員 奥
おく

正
まさゆき

之 ― ― ― 〇
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候補者番号
こ ま ご しげる

小孫 茂（1951年11月５日生）
再任

■所有する当社の株式数 13,703株１
■略歴、地位、担当
1976年４月 ㈱日本経済新聞社 入社
2007年３月 同社 執行役員
2008年３月 同社 取締役 東京本社編集局長
2010年３月 同社 常務取締役
2011年６月 ㈱テレビ東京 社外取締役
2011年６月 ㈱ＢＳジャパン（現：㈱ＢＳテレビ東京） 社

外取締役
2012年３月 ㈱日本経済新聞社 専務取締役
2014年３月 同社 取締役副社長
2015年６月 当社 取締役副社長

2015年６月 ㈱ＢＳジャパン 代表取締役社長
2015年６月 ㈱テレビ東京 取締役
2015年６月 ㈱日本経済新聞社 取締役
2016年６月 ㈱ＢＳジャパン 取締役会長
2016年６月 ㈱テレビ東京 取締役副社長
2017年６月 当社 代表取締役社長
2017年６月 ㈱テレビ東京 代表取締役社長
2020年６月 当社 代表取締役会長[現]
2020年６月 ㈱テレビ東京 代表取締役会長[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 代表取締役会長

　
■取締役候補者とする理由

小孫茂氏は上記の経歴を有し、グループ全体の経営の指揮を執り社業の発展に努めてまいりました。同氏の豊富な業務経験と専門
知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、取締役会は同氏を取締役候補者といたしま
した。

候補者番号
い し か わ い ち ろ う

石川 一郎（1957年９月８日生）
再任

■所有する当社の株式数 7,461株2
　
■略歴、地位、担当
1980年４月 ㈱日本経済新聞社 入社
2011年３月 同社 執行役員 総務局長
2012年３月 同社 常務取締役
2015年３月 同社 専務取締役
2016年６月 当社 専務取締役
2016年６月 ㈱ＢＳジャパン（現：㈱ＢＳテレビ東京） 代

表取締役社長
2016年６月 ㈱テレビ東京 取締役
2017年６月 当社 専務取締役 ４Ｋ事業担当

2018年６月 ㈱テレビ東京 専務取締役
2019年６月 当社 専務取締役 総務人事、業務改革、

経営企画統括
2020年６月 当社 代表取締役社長[現]
2020年６月 ㈱テレビ東京 代表取締役社長[現]
2021年３月 ㈱日本経済新聞社 取締役[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 代表取締役社長
㈱日本経済新聞社 取締役

■取締役候補者とする理由
石川一郎氏は上記の経歴を有し、グループ全体の経営の指揮を執り社業の発展に努めてまいりました。また、㈱日本経済新聞社の
取締役を兼任することにより同社と当社グループの協調的な発展に尽力しております。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グ
ループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、取締役会は同氏を取締役候補者といたしました。
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候補者番号
に い の み すぐる

新実 傑（1959年９月13日生）
再任

■所有する当社の株式数 3,831株3
　
■略歴、地位、担当
1983年４月 ㈱日本経済新聞社 入社
2008年３月 同社 東京本社編集局次長 兼 デジタル編集本

部副本部長 兼 デジタル企画開発部長
2009年４月 同社 東京本社編集局次長 兼 電子新聞編集本部長
2010年７月 同社 東京本社編集局次長 兼 経済金融部長
2012年３月 ㈱日経ＢＰ 取締役
2014年３月 ㈱日本経済新聞社 執行役員 東京本社編集局総務
2016年３月 ㈱日経ＢＰ 代表取締役社長
2016年３月 ㈱日本経済新聞社 取締役
2019年３月 当社 参与 兼 ＣＩＯ（最高情報責任者）

2019年３月 ㈱テレビ東京 執行役員 兼 ＣＩＯ（最高情報
責任者）

2019年６月 当社 専務取締役 ＣＩＯ、技術、報道、メディ
ア戦略統括

2019年６月 ㈱テレビ東京 専務取締役 ＣＩＯ[現]
2020年６月 当社 専務取締役 ＣＩＯ、技術、報道、メディ

ア戦略、業務改革統括、コンテンツ統括会議副
議長[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 専務取締役

■取締役候補者とする理由
新実傑氏は上記の経歴を有し、デジタルメディア、技術、報道、メディア戦略の各部門において顕著な実績を残してまいりまし
た。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、取締役会
は同氏を取締役候補者といたしました。

候補者番号
か ま す よ し ひ ろ

加増 良弘（1960年10月８日生）
再任

■所有する当社の株式数 3,730株4
■略歴、地位、担当
1983年４月 ㈱テレビ東京 入社
2009年６月 同社 報道局次長 兼 取材センター長 兼 解説委員
2010年６月 同社 報道局次長 兼 ニュースセンター長 兼

解説委員
2014年６月 同社 報道局長
2016年４月 ㈱日本経済新聞社 電波本部長
2018年４月 当社 経営企画局長
2018年６月 当社 取締役 経営企画統括補佐、グループ戦

略、広報・秘書・ＩＲ統括
2018年６月 ㈱テレビ東京 取締役

2019年６月 当社 常務取締役 経営企画担当、法務、グル
ープ戦略、広報・ＩＲ統括

2019年６月 ㈱テレビ東京 常務取締役
2020年６月 当社 専務取締役 経営企画、法務、広報、グ

ループ統括
2020年６月 ㈱テレビ東京 専務取締役[現]
2021年４月 当社 専務取締役 経営企画統括[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 専務取締役

■取締役候補者とする理由
加増良弘氏は上記の経歴を有し、報道、経営企画、法務、グループ戦略、広報、ＩＲなどの各部門において顕著な実績を残してま
いりました。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、
取締役会は同氏を取締役候補者といたしました。
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候補者番号
ま つ も と あ つ の ぶ

松本 篤信（1961年６月13日生）
再任

■所有する当社の株式数 4,969株5
　
■略歴、地位、担当
1985年４月 ㈱テレビ東京 入社
2010年６月 同社 制作局次長 兼 ＣＰ制作チーム チー

フ・プロデューサー
2012年６月 同社 事業局長
2014年４月 ㈱ＢＳジャパン（現：㈱ＢＳテレビ東京） 編

成局長
2016年６月 同社 取締役
2017年10月 当社 参与 コンテンツ戦略室

2019年６月 当社 取締役 制作統括
2019年６月 ㈱テレビ東京 取締役
2020年６月 当社 常務取締役 コンテンツ統括局長、コン

テンツ統括会議議長[現]
2020年６月 ㈱テレビ東京 常務取締役[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 常務取締役

　
■取締役候補者とする理由

松本篤信氏は上記の経歴を有し、番組制作、番組編成、イベント事業、コンテンツ戦略などの各部門において顕著な実績を残して
まいりました。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたの
で、取締役会は同氏を取締役候補者といたしました。

候補者番号
きつねざき ひ ろ こ

狐﨑 浩子（1960年８月25日生）
再任

■所有する当社の株式数 5,580株6
　
■略歴、地位、担当
1984年４月 ㈱テレビ東京 入社
2009年６月 同社 編成局次長 兼 番組宣伝部長 兼 ＢＳ業

務推進本部
2010年６月 同社 広報局長
2010年10月 当社 広報局長
2016年６月 ㈱テレビ東京 執行役員 ネットワーク局長
2018年４月 当社 参与 ネットワーク局長
2019年６月 当社 取締役 総務人事担当、労務統括

2019年６月 ㈱テレビ東京 取締役
2020年６月 当社 常務取締役 総務人事担当、労務統括
2020年６月 ㈱テレビ東京 常務取締役[現]
2021年４月 当社 常務取締役 総務人事担当、法務、広

報、労務、グループ統括[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 常務取締役

　
■取締役候補者とする理由

狐﨑浩子氏は上記の経歴を有し、スポーツ番組、番組編成、営業、広報、ネットワーク、総務人事、労務、グループ戦略などの各
部門において顕著な実績を残してまいりました。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するも
のであると判断いたしましたので、取締役会は同氏を取締役候補者といたしました。
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候補者番号
か わ さ き ゆ き お

川崎由紀夫（1963年９月20日生）
再任

■所有する当社の株式数 4,648株7
■略歴、地位、担当
1987年４月 ㈱テレビ東京 入社
2011年６月 同社 アニメ局長
2017年６月 同社 執行役員 アニメ局長
2017年10月 当社 参与 コンテンツ戦略室
2018年６月 ㈱テレビ東京 上席執行役員 アニメ局担当、

ライツビジネス本部長
2019年６月 当社 参与

2019年６月 ㈱テレビ東京 上席執行役員 アニメ・ライツ
本部長

2020年６月 当社 取締役 アニメ・ライツ統括
2020年６月 ㈱テレビ東京 取締役[現]
2021年４月 当社 取締役 アニメ・ビジネス統括[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 取締役

■取締役候補者とする理由
川崎由紀夫氏は上記の経歴を有し、アニメ、コンテンツビジネスなどの各部門において顕著な実績を残してまいりました。同氏の
豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、取締役会は同氏を取
締役候補者といたしました。

候補者番号
お お は し よ う じ

大橋 洋治（1940年１月21日生）
再任 社外 独立役員

■所有する当社の株式数 0株8
　
■略歴、地位、担当
1964年４月 全日本空輸㈱ 入社
1993年６月 同社 取締役
1997年６月 同社 常務取締役
1999年６月 同社 代表取締役副社長
2001年４月 同社 代表取締役社長
2005年４月 同社 代表取締役会長
2007年４月 同社 取締役会長

2009年６月 ㈱テレビ東京 社外取締役
2010年10月 当社 社外取締役（独立役員）[現]
2013年４月 ＡＮＡホールディングス㈱ 取締役会長
2015年４月 同社 相談役[現]

（重要な兼職の状況）
ＡＮＡホールディングス㈱ 相談役

　
■社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

大橋洋治氏は上記のとおり長きにわたって企業経営に携わり、会社経営に関する豊富な経験と高い識見に基づいて、当社の経営全
般に対する監督機能を果たしていただいております。また、経営諮問会議において有益な意見を積極的に述べていただきました。今
後においてもその豊富な経験、知見等を当社の経営に活かしていただくため、取締役会は同氏を社外取締役候補者といたしました。
なお、大橋洋治氏は引き続き経営諮問会議にご参加いただく予定であり、同氏の当社の社外取締役としての在任期間は本総会終結の
時をもっておよそ10年９カ月となります。
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候補者番号
い わ さ ひ ろ み ち

岩沙 弘道（1942年５月27日生）
再任 社外 独立役員

■所有する当社の株式数 0株9
　
■略歴、地位、担当
1967年４月 三井不動産㈱ 入社
1995年６月 同社 取締役
1996年４月 同社 常務取締役
1997年６月 同社 代表取締役専務取締役
1998年６月 同社 代表取締役社長

2001年４月 同社 代表取締役社長、社長執行役員
2011年６月 同社 代表取締役会長、会長執行役員
2015年６月 当社 社外取締役（独立役員）[現]
2019年４月 三井不動産㈱ 代表取締役会長[現]

（重要な兼職の状況）
三井不動産㈱ 代表取締役会長

　
■社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

岩沙弘道氏は上記のとおり長きにわたって企業経営に携わり、会社経営に関する豊富な経験と高い識見に基づいて、当社の経営全
般に対する監督機能を果たしていただいております。また、経営諮問会議において有益な意見を積極的に述べていただきました。今
後においてもその豊富な経験、知見等を当社の経営に活かしていただくため、取締役会は同氏を社外取締役候補者といたしました。
なお、岩沙弘道氏は引き続き経営諮問会議にご参加いただく予定であり、同氏の当社の社外取締役としての在任期間は本総会終結の
時をもって６年となります。

候補者番号
お か だ な お と し

岡田 直敏（1953年４月15日生）
再任 社外

■所有する当社の株式数 0株10
　
■略歴、地位、担当
1976年４月 ㈱日本経済新聞社 入社
2007年３月 同社 執行役員
2009年３月 同社 取締役
2010年３月 同社 常務取締役
2012年３月 同社 専務取締役

2014年３月 同社 取締役副社長
2015年３月 同社 代表取締役社長
2019年６月 当社 社外取締役[現]
2021年３月 ㈱日本経済新聞社 代表取締役会長[現]

（重要な兼職の状況）
㈱日本経済新聞社 代表取締役会長

　
■社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

岡田直敏氏は上記のとおり長きにわたって企業経営に携わり、報道メディアの専門家としての豊富な経歴、知見等を活かして、当
社の経営全般に対する監督機能を果たしていただいております。また、㈱日本経済新聞社の代表取締役会長と兼任することにより同
社と当社グループの協調的な発展に尽力しております。今後においてもその豊富な経験、知見等を当社の経営に活かしていただくた
め、取締役会は同氏を社外取締役候補者といたしました。なお、同氏の当社の社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもっ
て２年となります。
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候補者番号
さ わ べ はじめ

澤部 肇（1942年１月９日生）
新任 社外 独立役員

■所有する当社の株式数 0株11
　
■略歴、地位、担当
1964年４月 東京電機化学工業㈱（現 ＴＤＫ㈱） 入社
1996年６月 同社 取締役
1998年６月 同社 代表取締役社長
2006年６月 同社 代表取締役会長
2011年６月 同社 取締役 取締役会議長

2012年６月 同社 相談役

（重要な兼職の状況）
㈱荏原製作所 社外取締役

　
■社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

澤部肇氏は上記のとおり長きにわたって企業経営に携わり、多くの上場企業の社外役員の経験を有しております。会社経営に関す
る豊富な経験と高い識見をお持ちであり、その豊富な経験、知見等を当社の経営に活かしていただくため、取締役会は同氏を社外取
締役候補者といたしました。なお、澤部肇氏は経営諮問会議にご参加いただく予定であります。

候補者番号
お く ま さ ゆ き

奥 正之（1944年12月２日生）
新任 社外 独立役員

■所有する当社の株式数 0株12
　
■略歴、地位、担当
1968年４月 ㈱住友銀行（現 ㈱三井住友銀行） 入行
1994年６月 同行 取締役
2001年４月 ㈱三井住友銀行 専務取締役 兼 専務執行役員
2002年12月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 専務取締役
2003年６月 ㈱三井住友銀行 副頭取 兼 副頭取執行役員
2005年６月 同社 頭取 兼 最高執行役員

兼 ㈱三井住友フィナンシャルグループ
取締役会長

2011年４月 ㈱三井住友銀行 頭取 兼 最高執行役員 退任
2017年４月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 取締役
2017年６月 同社 名誉顧問[現]

（重要な兼職の状況）
㈱三井住友フィナンシャルグループ 名誉顧問
中外製薬㈱ 社外取締役
レンゴー㈱ 社外取締役
㈱ロイヤルホテル 社外取締役
東亜銀行有限公司 非常勤取締役

■社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
奥正之氏は上記のとおり長きにわたって企業経営に携わり、多くの上場企業の社外役員の経験を有しております。会社経営に関す
る豊富な経験と高い識見をお持ちであり、その豊富な経験、知見等を当社の経営に活かしていただくため、取締役会は同氏を社外取
締役候補者といたしました。なお、奥正之氏は経営諮問会議にご参加いただく予定であります。

2021年05月21日 19時18分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



15

（第３号議案に関する注記）
1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 所有する当社の株式数は、役員持株会における持分を含めて記載しております。
3. 大橋洋治氏、岩沙弘道氏、岡田直敏氏、澤部肇氏及び奥正之氏は社外取締役候補者であります。
4. 東京証券取引所の定めに基づく独立役員の指定
　当社は大橋洋治氏及び岩沙弘道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
両氏が再任された場合、独立役員としての指定を継続する予定であります。
　また、澤部肇氏及び奥正之氏が就任した場合、当社は両氏を独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

5. 責任限定契約の内容の概要
　大橋洋治氏、岩沙弘道氏及び岡田直敏氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は各氏との間で会社法第423条第１項の
損害賠償責任を会社法に定める最低責任限度額までとする責任限定契約を締結しております。各氏が再任された場合、当社は
各氏との間の責任限定契約を継続する予定であります。
　また、澤部肇氏及び奥正之氏が就任した場合、当社は両氏との間で同責任限定契約を締結する予定であります。

6. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間において、当社及び子会社（㈱テレビ東京、㈱ＢＳテレビ東京）の取締役、監査役、執行役員及び
管理職従業員を被保険者として、被保険者が行った行為に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより被
保険者が被る法律上の損害賠償金及び争訟費用等を補填することを目的とする保険契約を締結しております。保険料について
は当社が全額負担しております。
　この保険契約により被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、犯罪行為または法令に違反することを
認識しながら行った行為に起因する損害は補填されない等の免責事由があります。
各候補者が就任した場合は当該保険契約の被保険者となるほか、任期中に当該保険契約を更新する予定であります。

7. 澤部肇氏が2017年６月まで社外取締役として就任していた㈱ジャパンディスプレイは、2020年４月に不適切会計に係る第
三者委員会による調査結果及び過年度決算修正について公表しております。澤部肇氏は本件が判明するまでは当該事実を認識
しておりませんでしたが、日頃から内部統制システムやコンプライアンスの重要性について注意喚起を行い、その職責を果た
しておりました。
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第４号議案 監査役２名選任の件
　監査役 村田一郎氏及び松尾邦弘氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役２
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者番号
お だ は ら あ き こ

小田原明子（1962年10月２日生）
新任

■所有する当社の株式数 2,723株１
　
■略歴、地位
1985年４月 ㈱テレビ東京 入社
2012年６月 同社 アニメ局次長 兼 アニメ制作部長
2015年６月 当社 グループ戦略室次長
2016年６月 当社 グループ戦略室長
2018年６月 当社 参与 グループ戦略室長
2018年６月 ㈱テレビ東京 執行役員 グループ戦略室長
2019年６月 同社 上席執行役員 グループ戦略室長

2020年４月 当社 参与[現]
2020年４月 ㈱テレビ東京 上席執行役員 アニメ・ライツ

本部副本部長（管理担当）
2021年４月 同社 上席執行役員 アニメ・ビジネス本部副

本部長 ライツ管理局担当補佐[現]

（重要な兼職の状況）
㈱テレビ東京 上席執行役員

■監査役候補者とする理由
小田原明子氏は上記の経歴を有し、アニメ制作、グループ戦略、ライツ管理などの各部門において顕著な実績を残してまいりまし
た。同氏の豊富な業務経験と専門知識は、当社グループの企業価値の向上に寄与するものであると判断いたしましたので、取締役会
は同氏を監査役候補者といたしました。
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候補者番号
お ざ き み ち あ き

尾﨑 道明（1952年12月５日生）
新任 社外

■所有する当社の株式数 0株２
■略歴、地位
1978年４月 東京地方検察庁検事任官
2004年１月 最高検察庁検事
2005年１月 外務大臣官房監察査察官
2006年４月 甲府地方検察庁検事正
2007年６月 最高検察庁検事（裁判員制度等実施準備検討

会）
2008年６月 法務省矯正局長
2010年12 月 公安調査庁長官

2014年１月 高松高等検察庁検事長
2014年７月 大阪高等検察庁検事長
2016年２月 弁護士登録
2016年５月 弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 特別顧問

[現]

（重要な兼職の状況）
弁護士
弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 特別顧問
東日本高速道路㈱ 社外監査役

　
■社外監査役候補者とする理由

尾﨑道明氏は上記のとおり長年にわたって検事、弁護士の職にあり、法律の専門家としての経験・見識に基づいて経営全般に対す
る監督、チェック機能を果たしていただくため、取締役会は同氏を社外監査役候補者といたしました。

（第４号議案に関する注記）
1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 尾﨑道明氏は、社外監査役候補者であります。
3. 尾﨑道明氏は、社外役員となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の「社外監査役候補者とす
る理由」に記載のとおり、当社社外監査役としての職務を適切に遂行いただけると判断いたしました。

4. 責任限定契約の内容の概要
　尾﨑道明氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を会社法に定める最低責任
限度額までとする責任限定契約を締結する予定であります。

5. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間において、当社及び子会社（㈱テレビ東京、㈱ＢＳテレビ東京）の取締役、監査役、執行役員及び
管理職従業員を被保険者として、被保険者が行った行為に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより被
保険者が被る法律上の損害賠償金及び争訟費用等を補填することを目的とする保険契約を締結しております。保険料について
は当社が全額負担しております。
　この保険契約により被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、犯罪行為または法令に違反することを
認識しながら行った行為に起因する損害は補填されない等の免責事由があります。
　各候補者が就任した場合は当該保険契約の被保険者となるほか、任期中に当該保険契約を更新する予定であります。

6. 尾﨑道明氏が2020年６月まで社外取締役として就任していた㈱かんぽ生命保険において、顧客の意向に沿わず、その不利益
となる契約乗換等に係る事案が判明し、同社は本件について金融庁及び総務省より保険業法等に基づく行政処分を受けまし
た。尾﨑道明氏は本件が判明するまでは当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から同社の社外取締役監査委員長とし
て内部統制強化の観点から発言を行うとともに、本件の判明後は顧客保護や再発防止に向けた提言を行うなど、その職責を果
たしておりました。

7. 小田原明子氏の戸籍上の氏名は髙田明子であります。
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第５号議案 取締役賞与支給の件
　当社は業績連動報酬として賞与を支給しており、業務執行を担う取締役の賞与については、業績との連動性が
高いことから、定時株主総会における決議をもって支給しております。
　当期の取締役賞与につきましては、当期末時点の取締役（社外取締役を除く。また、取締役のうち子会社の取
締役を兼任し当該子会社が役員報酬を支給する取締役を除く。）６名に対し、総額20,800,000円の範囲で支給し
たいと存じます。取締役の個人別の支給額につきましては、後記の「取締役の個人別の報酬等の決定の方針の概
要」に従って決定いたします。
　本議案は当該方針に基づいて支給するものであり、支給額の算定に当たっては取締役賞与と業績の連動性を図
るため、連結ベース業績の売上高、営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益等を指標として、過去の賞与額
の水準と当該期の事業環境等を考慮して計算していることから、その内容は相当であると判断しております。
　なお、当期の業績等につきましては後記の「事業の経過及びその成果」に記載のとおりでございますのでご覧
ください。
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第６号議案 取締役報酬額改定の件
　当社の取締役の報酬の総額は第１回定時株主総会（2011年６月24日開催）にて年額500百万円以内（うち社
外取締役は年額20百万円以内）とご決議いただき今日に至っております。
　当社の現在の取締役は13名（うち社外取締役３名）でありますが、本総会で「第３号議案 取締役１２名選任
の件」が原案のとおり決議されると取締役は現在の13名から12名に減員となる一方で、社外取締役は現在の３
名から５名に増員、うち独立社外取締役は２名から４名に増員され、独立社外取締役が全取締役の３分の１とな
ります。この変更にあわせて、取締役の報酬の総額は従来どおり年額500百万円以内として、内訳である社外取
締役の報酬部分を増員に伴って年額40百万円以内に改めさせていただきたいと存じます。
　本議案は、取締役の構成の変化にあわせた報酬額の改定であること、また、取締役の個人別の支給額は、後記
の「取締役の個人別の報酬等の決定の方針の概要」に従って決定することから、その内容は相当であると判断し
ております。
　なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じ
ます。
　本議案の提出につきましては、あらかじめ経営諮問会議の諮問を経ております。

以 上
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Ⅰ．企業集団の現況

1. 事業の経過及びその成果
　
当連結会計年度（2020年４月～2021年３月）における日本経済は新型コロナウイルス感染症拡大により厳し
い状態が続きました。国内では一部地域を対象にした政府の緊急事態宣言発動に伴う外出自粛、休業要請などが
あったほか、海外でのロックダウンによる景気低迷の影響も無視できず、消費や輸出が大きく落ち込みました。
期末にかけてやや持ち直しの動きが見られたものの、コロナの影響はなお予断を許さない状況が続いておりま
す。
こうした状況の中、当社グループの連結営業利益は前年同期比2.0％増の5,228百万円、連結経常利益は3.5％
増の5,340百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は0.6％減の2,575百万円となりました。
コロナ禍の影響が強いテレビ広告市況は、昨年秋以降、徐々に回復の動きが見られるものの、年間を通しては

前年には及ばない状態でした。この結果、連結売上高は4.2％減の139,084百万円となりました。一方、感染予
防の狙いもこめて効率的な番組制作や営業活動を続けたことから、営業費用も4.4％減の133,855百万円にとど
めることができました。
放送事業以外の分野では、当社の強みであるアニメの海外売上が引き続き好調に推移したことに加え、巣籠も
り需要をとらえた通販部門も伸ばすことができました。これらを含めたグループ全体の連結営業利益は、前年を
上回ることができました。
年明け以降もコロナ感染拡大の可能性など不確実な状態が続く中、独自のコンテンツづくりを通じて放送事業
の収益をできる限り確保しつつ、アニメの海外輸出、ドラマやバラエティ、ニュース番組などのコンテンツ配
信、オンラインを活用したイベントなど放送事業以外のライツ事業を強化していく所存です。テレビ東京グルー
プ各事業の総力を結集し、業績向上を目指して参ります。
当連結会計年度の事業別業績は以下のとおりです。

（単位：百万円）
　

売上高 営業利益

地上波放送事業 103,361 4,555

放送周辺事業 42,019 3,047

ＢＳ放送事業 16,065 1,361

コミュニケーション事業 6,057 312

調整額 △28,419 △4,048

合 計 139,084 5,228
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地上波放送事業

地上波放送事業はテレビ東京単体の事業となっております。
①放送事業（地上波放送、番組販売）
放送事業収入（売上高）の合計は10.3％減の72,869百万円となりました。
このうち、番組提供のスポンサーから得られるタイム収入は8.6％減の43,623百万円となりました。通常

放送部門（レギュラー部門）は系列局を通じた全国放送（ネット部門）、テレビ東京単独の首都圏放送（ロ
ーカル部門）の両方で、４月クール、10月クールの番組改編に伴う落ち込みがありました。タイムの一種で
あるＰＴセールスと呼ばれる分野で順調に推移したケースもありましたが、全体を補うには至りませんでし
た。スポーツやイベントなどの特別番組（特番）部門は、新型コロナウイルスの影響が色濃く、「世界卓球
2020韓国」の開催中止や他のイベントでの規模縮小などが響きました。
スポット収入は、10月以降少しずつ回復し、特に12月以降は在宅・テレワーク関連を中心に盛り上がり

を見せたものの、上期のコロナの影響による落ち込みは大きく、13.7％減の22,968百万円となりました。
一方、地方放送局などへの番組販売では、コロナの影響でスポーツ中継が中止になった際に需要が増えた

りした局面もあったものの、年後半からは各局の番組購入費の削減などの影響が出ました。年間を通じた番
組販売は2.6％減の4,553百万円となりました。番組別では、「出川哲朗の充電させてもらえませんか？」
「所さんの学校では教えてくれないそこんトコロ！」「家、ついて行ってイイですか？」が好調でしたが、
「ＹＯＵは何しに日本へ？」「昼めし旅」が売上を落としました。
コストの面でもコロナの影響が出ています。番組制作活動の停滞による番組制作費の減少、売上減に伴う
代理店手数料の減少等により、放送事業原価は13.2％減の51,216百万円にとどまりました。
売上、経費の双方とも前年同期比で減少しましたが、放送事業の粗利益では2.7％減の21,652百万円とな

りました。
②ライツ事業（アニメ、コンテンツ、イベントなど）
テレビ東京が持つコンテンツを活用し、放送による広告以外に収入を上げている事業を「ライツ事業」と
呼んでおり、ゲーム化権や配信、イベントなどから得られる収入を指しています。
当期のライツ事業収入（売上高）の合計は1.1％増の30,492百万円となりました。
アニメ部門は、劇場映画のタイトル数は前年同期比で減少しましたが、国内では商品化ビジネスが前年並
みを維持。中国をはじめとした海外では「ＢＯＲＵＴＯ」のＳＮＳゲームが売上を伸ばしました。配信も国
内・海外ともに好調で、アニメ部門全体の収入は6.3％増の22,887百万円と、過去最高を更新しました。
放送番組をインターネット配信の課金プラットフォームなどに販売しているコンテンツ部門は、コロナ禍

に伴う新作ドラマの制作中断・延期等により、上期は振るいませんでした。下期にはプライム帯ドラマの新
番組スタートなどもあり回復傾向となったものの、通期では前年比で減収となりました。米アカデミー賞受
賞の「パラサイト 半地下の家族」のヒットにより、映画部門が前年比で増益となるなど明るい材料もあり
ましたが、国内プラットフォーム向け配信や中国向け番販などが振るいませんでした。この結果、コンテン
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ツ収入は11.4％減の5,486百万円となりました。
イベント部門も計画を相次いで縮小・中止せざるを得なくなりました。上期はすべての有観客イベントが
中止となり、下期には入場者数を制限して開催したフィギュアスケート「ジャパンオープン2020」「カーニ
バル・オン・アイス2020」のチケット券売が苦戦しました。さらには「ゴッドタンマジ歌ライブ」などが
中止となる中、池袋のＭｉｘａｌｉｖｅ ＴＯＫＹＯ（ミクサライブ東京）を拠点に新規でオンラインイベ
ント「テレ東文化祭」「あちこちオードリー」などを実施しましたが、年間売上高は49.3％減の740百万円
にとどまりました。
ライツ事業の全体の原価では、配信事業等への積極的な費用の投下に伴ってコストが増加しております。
この結果、ライツ事業の粗利益は4.0％減の10,317百万円となっています。

③その他費用（共通・間接費）
放送事業、ライツ事業に共通する人件費や販管費などの共通・間接費は、新型コロナ拡大に伴って業務全
般が停滞したことに加え、在宅勤務など「新たな働き方」へのシフトを進めたこともあって、2.1％減の
27,414百万円に抑制することができました。

以上を総合すると、放送事業とライツ事業を併せた地上波放送事業（テレビ東京単体）の決算は、売上高で
7.2％減の103,361百万円となりました。両事業の粗利益合計から共通・間接費を差し引いた営業利益は8.8％
減の4,555百万円、経常利益は7.8％減の5,912百万円、税引前当期純利益は17.9％減の5,316百万円となっ
ております。

放送周辺事業
　
放送周辺事業はテレビ東京ホールディングス及びテレビ東京の子会社のうち、テレビ通販やＥＣ事業、ＣＳ
有料放送チャンネル、音楽出版、番組制作・販売や放送運営などを手掛ける会社で構成されております。
テレビ通販事業を手掛けるテレビ東京ダイレクトは、コロナ禍の巣ごもり需要が追い風となり、除湿剤「出

雲屋炭八」などの生活関連商品が人気を集めました。お取り寄せグルメ「虎ノ門市場」についても、おせち料
理や海鮮セットを中心に大きく売上を伸ばしたことから、同社の売上高は14.1％増の16,925百万円、３期連
続の増収増益を達成しました。
音楽出版を手掛けるテレビ東京ミュージックは、年間を通して、印税収入が順調に推移しました。アニメ関
連楽曲やドラマのテーマ曲に加え、配信の楽曲使用料や、海外からの印税も売上に貢献したことから、同社の
売上高は5.8％増の3,412百万円となりました。
アニメ専門チャンネル「ＡＴ－Ｘ」を手掛けるエー・ティー・エックスでは、加入促進キャンペーンや企業
プロモーションを通して、加入者数の大幅な落ち込みを食い止めましたが、放送売上の増加には至りませんで
した。また、広告関連事業についても、新型コロナウイルスによる製作スケジュールの遅れが響き、売上が前
年よりも大きく減少しました。これにより、同社の売上高は22.2％減の4,647百万円となりました。
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以上の結果、上記の３社を含む放送周辺事業全体の売上高は0.1％増の42,019百万円、営業利益は21.0％増
の3,047百万円となりました。

　
ＢＳ放送事業
　
ＢＳ放送事業はＢＳテレビ東京が手掛ける事業を指しております。
①放送事業（ＢＳ放送）
放送収入のうち、タイム収入では、コロナの影響を大きく受け、「ゴルフ中継」「世界卓球」などのスポー

ツコンテンツを放送することができませんでした。その中で、開局20周年記念特番の「日経スペシャルＳＤ
Ｇｓが変えるミライ～小谷真生子の地球大調査」をはじめとする特番や、通販番組等で巻き返しを図りまし
たが、前年度実績を下回りました。一方、スポット収入に関しては、コロナ禍の中でも通販スポンサーを中
心に出稿が増えたことに伴い、前年度実績を上回りました。放送収入全体としては、タイム収入減をスポッ
ト収入でカバーしきれず、前年度実績を下回る結果となりました。
②ライツ事業（コンテンツ、イベント他）
コロナ禍によりコンテンツ制作に一部影響が生じましたが、ＢＳオリジナルの新作の制作を継続、アーカ
イブ作品とともに配信・ビデオ化・海外販売などを積極化しました。イベント事業は大幅規模縮小及び延期
を余儀なくされましたが、部門全体では当初想定規模を上回る収益を確保することができました。
③営業費用
営業費用は番組制作費及び経費を効率的に使用したことにより2.6％減の14,704百万円となりました。

以上の結果、ＢＳ放送事業（ＢＳテレビ東京）の売上高は2.0％減ながら16,065百万円と初めてキー局系
ＢＳ５局でトップとなり、営業利益は5.6％増の1,361百万円となりました。

コミュニケーション事業
　
コミュニケーション事業とは、テレビ東京コミュニケーションズが手掛ける事業を指しております。
コロナの影響はありましたが、巣ごもり需要を捉えたスヌーピーなどのキャラクターＥＣ事業が一年を通し

て好調に推移しました。動画配信事業において再生回数が上昇し、連動する広告売上が大幅に伸長しました。
また、新たな取り組みとして複数のオンラインイベントを実施する等、新規事業構築にも積極的に取り組みま
した。
以上の結果、コミュニケーション事業の売上高は25.9％増の6,057百万円、営業利益は2.9％増の312百万
円となりました。
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2. 番組編成

当事業年度の地上波放送の部門別平均視聴率は、本年度より個人全体（ＡＬＬ）を指標とすることになりまし
た。ゴールデンタイム3.9％（前年同期比0.5ポイント増）、プライムタイム3.4％（前年同期比0.3ポイント増）、
全日1.6％（前年同期比0.2ポイント増）で３部門すべて向上しました。
上期は新型コロナの影響で在宅が増え、全局がベースアップしましたが、下期は各局が下げる中、３部門とも
に好調をキープし、目標としていた年度でＧＨシェア10％をクリアしました。
レギュラー番組では、長年にわたって好評の「ＹＯＵは何しに日本へ？」が平均4.2％と同枠比0.8ポイント上
昇。木曜日に枠移行した「ナゼそこ？」は平均3.9％と同枠比1.5ポイント上昇、金曜日の「所さんの学校では教
えてくれないそこんトコロ！」は15周年を迎え平均5.0％と同枠比0.7ポイント上昇となり、５月の２時間スペ
シャル特番では6.9％（世帯12.6％）と高視聴率を獲得しました。
ドラマでは月曜22時枠のドラマプレミア10の10月クール「共演ＮＧ」（中井貴一、鈴木京香）では提供表示
など様々な取り組みが評価をいただき、１月クール「アノニマス」では香取慎吾さんが民放ドラマ５年ぶりの主
演と話題となりました。
また、「ＷＢＳ（ワールドビジネスサテライト）」は平均1.8％と同枠比0.4ポイント上昇、「Ｎｅｗｓモーニン
グサテライト」も平均で0.1ポイント上昇しました。
特別番組では、2020年５月の緊急事態宣言下で放送した「池上彰の人類VS新型コロナ」が6.2％（世帯11.3

％）を獲得しました。
　
3. 企業集団の資金調達等の状況

（1）資金調達
　当社グループではＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を活用し、当社グループ会社14社の資金
の調達及び運用を当社で一括して管理しております。
　運転資金につきましては、自己資金で対応することを原則としておりますが、自己資金で賄えない急な資金
ニーズが発生する場合は、必要に応じて短期借入金で調達しております。
　設備資金及び投融資資金につきましては、自己資金に加え、社債の発行、長期借入金などにより最適な方法
で調達を行っていく方針であり、調達時期、条件について最も有利な手段を選択するべく検討することとして
おります。

（2）設備投資
　設備投資は、「全配信時代」に向けた番組制作設備と、配信・データ関連設備を中心に行いました。
　設備投資総額は1,660百万円であり、その主なものは配信・データ関連設備に係る支出443百万円、スタジ
オ照明設備更新に係る支出337百万円、生産性向上のための社内システム更新に係る支出230百万円でありま
す。
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4. 企業集団の財産及び損益の状況
　

区 分 第 ８ 期
（2017年度）

第 ９ 期
（2018年度）

第 10 期
（2019年度）

第 11 期
（2020年度）

（当連結会計年度）
売上高（百万円） 147,103 149,229 145,173 139,084

経常利益（百万円） 8,001 5,619 5,161 5,340
親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円） 6,058 3,234 2,590 2,575

１株当たり当期純利益（円） 214.23 114.37 91.61 91.12

総資産（百万円） 122,883 128,470 124,831 128,075

純資産（百万円） 83,928 85,725 85,197 89,074
（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第９期の期首から適用しており、

第８期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

〔2017年度〕
　第８期の売上高は147,103百万円、前年同期比3.1％増収となりました。また、経常利益は8,001百万円、
前年同期比17.8％増益となり、最終損益は6,058百万円の親会社株主に帰属する当期純利益となりました。

〔2018年度〕
　第９期の売上高は149,229百万円、前年同期比1.4％増収となりました。また、経常利益は5,619百万円、
前年同期比29.8％減益となり、最終損益は3,234百万円の親会社株主に帰属する当期純利益となりました。

〔2019年度〕
　第10期の売上高は145,173百万円、前年同期比2.7％減収となりました。また、経常利益は5,161百万円、
前年同期比8.2％減益となり、最終損益は2,590百万円の親会社株主に帰属する当期純利益となりました。

〔2020年度〕（当連結会計年度）
　前記1.の「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。
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5. 企業集団の対処すべき課題

(1) 放送事業を取り巻く環境の変化への対応
2020年は、新型コロナウイルス感染拡大により世界経済が大恐慌以来のマイナスを記録し、日本国内の
経済活動にも大きな打撃を与えました。企業業績の悪化に伴い、広告費も落ち込みました。電通によります
と、2020年の日本の広告費は11.2％減の６兆1,594億円と９年ぶりに前年を下回りました。
テレビ広告（地上波・衛星メディア関連の合計）はコロナ禍に加え、「テレビからネットへの広告シフト」

という構造問題もあり、2020年は1兆6,559億円と前年より11.0％減少しました。一方、ネット広告は
2019年にテレビ広告を抜き、さらに2020年も前年比5.9％増の２兆2,290億円となり、その差は広がって
います。
こうした中でテレビ東京グループは「全コンテンツ、全配信」を経営方針として掲げ、番組をはじめとす
るコンテンツのネット配信事業の強化策を決めました。地上波放送事業を中核として、ＢＳ放送、ＣＳ放
送、配信事業を一体的に運用し、様々なデバイスでコンテンツを提供してまいります。放送と配信との相乗
効果によりコンテンツの価値をあらゆる機会を活かして成長していく戦略です。

① 配信事業の拡大
「全コンテンツ、全配信」方針のもと、配信分野での収益を最大化するために、４月にテレビ東京の配

信関連部門を統合し、「配信ビジネス局」をつくりました。ＳＶＯＤ（定額制動画配信）とＡＶＯＤ（広
告型動画配信）の事業について一体的に戦略を立案するとともに、配信のために必要な権利処理や収益管
理などの実務を一括して効率化します。
2021年度からは番組制作費とは別に、配信向けオリジナルのコンテンツを作るための予算も用意し、

配信コンテンツを強化していきます。配信事業の強化は、コンテンツの認知度を高めることにつながり、
番組の視聴率向上やスポンサーの獲得にもつながると考えています。この配信と放送の相乗効果によって
収益を高める戦略です。

② アニメビジネス販路拡大と多角化
アニメ事業はテレビ東京グループの収益の大きな柱の１つです。2020年度は過去最高の売上を更新し

ましたが、2021年度以降も引き続き収益拡大を目指します。国内では放送枠・番組数を増やすとともに、
アニメの商品化ビジネスやゲーム市場の新たな開拓も進めます。
一方、海外では中国における作品制作を目的とした現地法人を設立しており、現地で共同のオリジナル

作品の供給と商品化ビジネスなどによる市場拡大を目指します。また欧米や東南アジア、中東、中南米な
どでも販売を伸ばす方針です。
テレビ東京グループはアニメ事業のさらなる拡大と配信事業を成長エンジンと位置づけ、中期経営計画

で「配信とアニメ」の粗利益を2021年度からの３年間で50％増やす計画を決めました。
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③ イベント事業の拡大
池袋を舞台に仮想空間も組み合わせた事業「池袋ミラーワールドプロジェクト」や「Ｍｉｘａｌｉｖｅ

ＴＯＫＹＯ（ミクサライブ東京）」を発信拠点としたオンラインイベントをコンテンツの新機軸として展
開して、新たな収益源に育ててまいります。
コロナ禍で大型のリアルイベントが難しい状況ですが、中堅・若手にも活躍の場を与え、クリエイター

として育成していきます。恒例となっているｅスポーツ事業も一段と強化するほか、新しいジャンルのイ
ベントの開発にも挑みます。

④ 放送事業の収益力強化について
放送広告収入はテレビ東京グループの最大の収益の柱です。厳しい環境下ながら、今後も継続して安定

的な収益源としていく必要があると考えます。
広告主や視聴者のニーズを的確に捉えるために、４月にテレビ東京に「総合マーケティング局」を新設

しました。放送、配信、営業、イベントなどに分かれていたマーケティング部門を一体化して、ＤＸ（デ
ジタル・トランスフォーメーション）を駆使して番組の収益性を高めるとともに、配信やイベントなどの
コンテンツが生み出す収益も最大化してまいります。

⑤ 成長のための投資戦略
テレビ東京グループが新たな分野の収益を強固なものとしていくためにはデジタル投資が不可欠と考え

ており、基幹システムの刷新などＤＸを積極的に進める方針です。
リモートワークによる業務効率の向上に寄与するシステムの開発も推進しております。次世代のメディ

アとして必要とされる５Ｇ関連の研究開発やデータビジネスの強化など、開発の優先順位を決めて実行し
てまいります。
アニメや通信販売、コンテンツ制作をはじめ、グループの成長力強化に資するような企業との資本提携

やＭ＆Ａも検討したいと考えます。

(2) コーポレート・ガバナンス強化
コーポレートガバナンス（企業統治）の強化は社会の要請であり、テレビ東京グループにとっても重要な
課題だと考えております。独立社外取締役を２名増やし、取締役の３分の１を独立社外取締役にする取締役
改革案を決め、このたびの株主総会でご審議していただきますが、今後もさらにガバナンス強化に向けて取
り組んでまいります。
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(3) 気候変動リスクへの対応
世界的な課題となっている気候変動リスクへの対応はメディアグループとしての重要課題の1つとなって
おります。テレビ東京グループではＳＤＧs（持続可能な開発目標）に本格的に取り組むため、４月に社内
横断プロジェクトチームを発足させました。
第一弾として神谷町のスタジオ照明設備にリモートで遠隔操作できるＬＥＤを導入し、年間のＣＯ ₂ 排出
量を約80トン削減します。すでに３月には国連が報道機関に協力を呼び掛ける「ＳＤＧメディア・コンパク
ト」に署名し、加盟しました。放送や配信、イベントなどを通じてＳＤＧｓの取り組みを強化するほか、設
備の見直しや業務改善によるＣＯ ₂ 削減を全社的に推進してまいります。
一方、大災害を含む気候変動リスクにも対応できるよう、ＢＣＰ（事業継続計画）体制を全社ベースでつ
くっています。緊急時にも業務を継続的に続けられるよう技術革新も見据えながら、ＢＣＰ体制の見直しも
常日頃から進めていきたいと考えます。

(4) 新型コロナウイルス感染拡大への対応
新型コロナウイルス感染拡大への対応策として、制作や営業、管理部門など各部署の実情を踏まえてＢＣ
Ｐ体制をつくり、運用しております。感染拡大を防ぐために、人との接触を最大限抑制してコンテンツを制
作する方針を徹底し、例えば報道番組はスタジオに無人カメラを導入したほか、出演者のマスク装着、飛沫
防止のアクリル板の設置など適宜工夫して番組を放送しました。
いつでも出社率を20％～30％台に抑えられるよう社内の業務を見直し続けるとともに、今後も必要に応
じてＢＣＰ体制をさらに徹底させるため、ＤＸ化やＡＩも積極的に活用し、社員の働き方を変革してまいり
ます。

(5) 人材の多様性への対応
テレビ東京の女性社員比率は2021年３月末時点で25.7％ですが、直近３年間の新卒採用における女性比
率は平均47％と高い水準を維持しています。今後も女性社員の採用に積極的に取り組んでまいります。女性
管理職の比率も20年度末の19.8％から23年度には20％台半ばにすることを目指します。
外国籍をもつ社員は2021年４月現在で８名ですが、今後も事業展開にあわせて採用増に取り組んでまい

ります。
さらにコンテンツ制作力を一層強化するため、デジタル人材など即戦力となる社員を中途採用して外部の

知見と経験を取り込み、組織の活性化を促すとともに高齢化を含めた年齢構成のゆがみも是正してまいりま
す。

(6) 東京オリンピック・パラリンピックなどへの対応
東京オリンピック・パラリンピックの開催については運営のあり方などを含めて現時点で不透明な面が
多々あります。また2022年２月に予定されている北京オリンピックの動向、及び極東をめぐる国際情勢の
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変化はテレビ東京グループにとっても潜在的なリスクだと認識しております。これらの動向がテレビ東京グ
ループの業績に大きな影響を与えないよう、様々な対応策を機動的に実行する準備に全力を挙げます。
国内外でのサービスの調達・提供をめぐって人権に対する意識を高めるよう社会的要請があり、テレビ東

京グループとしても要請に沿うよう努力を続けてまいります。

6. 企業集団の主要な事業区分（2021年３月31日現在）
　

事 業 区 分 事 業 内 容

地上波放送事業 地上波テレビ番組の制作・放送・広告枠の販売、番組の国内地上波放送局向
け販売、放送番組の周辺権利を利用した事業、映画出資事業、イベント事業

放送周辺事業 放送番組の企画制作・技術・音楽出版・番組販売・通信販売等、放送事業を
機能的に補完する事業

ＢＳ放送事業 ＢＳテレビ番組の制作・放送・広告枠の販売、ＢＳ放送番組の周辺権利を利
用した事業

コミュニケーション事業 インターネット・モバイル向け映像コンテンツ等の配信・提供などの事業

　
　

7. 企業集団の主要拠点等（2021年３月31日現在）
　
当社 本社 東京都港区

㈱テレビ東京

本社・スタジオ 東京都港区

天王洲スタジオ 東京都品川区

関西支社 大阪府大阪市北区

名古屋支社 愛知県名古屋市中区

㈱ＢＳテレビ東京 本社・スタジオ 東京都港区

㈱テレビ東京コミュニケーションズ 本社 東京都港区
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8. 企業集団の従業員の状況（2021年３月31日現在）
　
（1）企業集団の従業員数

（役員を除く）
　

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比

地上波放送事業 600名 9名減

放送周辺事業 733名 3名増

ＢＳ放送事業 71名 2名減

コミュニケーション事業 90名 10名増

全社（共通) 124名 5名増

合 計 1,618名 7名増
　

（注）従業員数は就業人員数を表示しております。また、臨時雇用者を含んでおりません。
　
（2）当社の従業員の状況

（役員を除く)
　

従 業 員 数 前 期 末 比 平 均 年 齢 平均勤続年数

124名 6名増 47.3歳 21.4年
　

（注）従業員数は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳテレビ東京、㈱テレビ東京コミュニケーションズとの兼務者を含む就業人員数を表示してお
ります。また、臨時雇用者を含んでおりません。
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9. 重要な子会社等の状況（2021年３月31日現在）
　
（1）重要な子会社及び関連会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 設立年月日
百万円 ％

（ 子 会 社 ）

㈱テレビ東京 8,910 100.0 地上波テレビ番組の制作・放送及びテレ
ビ広告枠の販売 1968.７.１

㈱ＢＳテレビ東京 6,700 100.0 ＢＳテレビ番組の制作・放送及びテレビ
広告枠の販売 1998.12.14

㈱テレビ東京コミュニケーションズ 70 100.0 放送コンテンツ等の権利獲得処理、及び
インターネット等への配信 2001.３.１

㈱テレビ東京ミュージック 10 100.0
（100.0）音楽著作権の管理 1969.８.25

㈱テレビ東京メディアネット 20 100.0
（100.0）放送番組、パッケージソフトの販売 1978.４.１

㈱テレビ東京コマーシャル 10 70.0 テレビコマーシャルの放送準備 1978.９.30

㈱テレビ東京アート 20 100.0 美術装置、照明、ＣＧの企画制作 1986.10.１

㈱テレビ東京システム 10 100.0 コンピュータシステムの企画開発・管理 1987.10.１

㈱テレビ東京制作 20 100.0 テレビ番組の企画・制作 1988.３.１

㈱テレビ東京ダイレクト 20 100.0
（100.0）通信販売事業、広告代理業 1994.12.１

㈱テレビ東京ヒューマン 10 100.0 番組の放送準備、編集、アーカイブ業務 1971.10.12

㈱テクノマックス 40 100.0 番組の制作技術、送出技術、編集業務 1998.４.１

㈱テレビ東京ビジネスサービス 20 100.0 施設管理業務、各種サービス業務 1999.10.１

㈱エー・ティー・エックス 1,281 52.6
（52.6）

アニメーションの放送業務、アニメーシ
ョン番組の企画・制作・原作権取得 2000.６.26

TV TOKYO AMERICA,INC. USドル
1,000,000

100.0
（100.0）米国報道業務 2000.12.12
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 設立年月日
百万円 ％

（ 関 連 会 社 ）

㈱日経映像 60 33.3
（33.3）

テレビ番組の企画・制作・販売、テレビ
ニュースの取材・制作 1958.７.１

㈱インタラクティーヴィ 100 42.5
（42.5）東経110度ＣＳ認定基幹放送事業 2001.１.18

㈱日経ＣＮＢＣ 905 34.9 ビジネス経済ニュースの提供 1999.７.１

㈱プレミアム・プラットフォーム・ジャパン 8,000 15.6 有料課金配信プラットフォーム事業 2017.７.３

㈱ＴＶｅｒ 5,000 17.9
（17.9）テレビ番組の無料配信サービス 2006.４.３

　

（注）1.「出資比率」欄の(内書)は間接所有です。
2. ㈱ＴＶｅｒについては株式を追加取得したことにより、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。
3. 上記のほか、民法上の任意組合ＮＡＲＵＴＯ製作委員会他16社を持分法適用の非連結子会社としております。
　

（2）特定完全子会社の状況

名 称 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産

㈱テレビ東京 東京都港区六本木三丁目２番１号 43,041百万円 111,132百万円
　

（3）その他重要な関係会社の状況
　㈱日本経済新聞社は当社の議決権の32.3％を保有しており、当社は同社の持分法適用の関連会社でありま
す。
　
10. 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株式会社みずほ銀行 1,800
株式会社三井住友銀行 1,500
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,200
株式会社りそな銀行 500
日本生命保険相互会社 100
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Ⅱ．株式に関する事項（2021年３月31日現在）
　
（1）発行可能株式総数 100,000,000株
（2）発行済株式の総数 28,279,500株（自己株式201,737株を含む）
（3）株主数 8,671名
（4）単元株式数 100株
（5）大株主の状況

　

株 主 名 当社への出資状況
持株数 持株比率

株 ％
株式会社日本経済新聞社 9,052,710 32.24
吉田嘉明 1,400,000 4.99
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,239,100 4.41
株式会社みずほ銀行 1,006,300 3.58
三井物産株式会社 1,002,050 3.57
日本生命保険相互会社 680,150 2.42
株式会社東京計画 660,000 2.35
株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 590,500 2.10
株式会社ＭＢＳメディアホールディングス 518,050 1.85
株式会社日本カストディ銀行（信託口９） 508,300 1.81
（注）自己株式（201,737株）は持株比率の計算からは除いております。
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Ⅲ. 会社役員に関する事項
　
1. 取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 小 孫 茂 ㈱テレビ東京 代表取締役会長

代表取締役社長 石 川 一 郎 ㈱テレビ東京 代表取締役社長
㈱日本経済新聞社 取締役

専 務 取 締 役 廣 瀬 和 彦 経理、ネットワーク統括

専 務 取 締 役 新 実 傑 ＣＩＯ、技術、報道、メディア戦略、業務改革統括、コンテンツ統括会議副議長
㈱テレビ東京 専務取締役

専 務 取 締 役 加 増 良 弘 経営企画、法務、広報、グループ統括
㈱テレビ東京 専務取締役

常 務 取 締 役 狐 﨑 浩 子 総務人事担当、労務統括
㈱テレビ東京 常務取締役

常 務 取 締 役 松 本 篤 信 コンテンツ統括局長、コンテンツ統括会議議長
㈱テレビ東京 常務取締役

取 締 役 川 崎 由紀夫 アニメ・ライツ統括
㈱テレビ東京 取締役

取 締 役 長 田 隆 営業、スポーツ統括
㈱テレビ東京 取締役

取 締 役 加 藤 正 敏 制作統括
㈱テレビ東京 取締役

取締役（社外取締役） 大 橋 洋 治 ＡＮＡホールディングス㈱ 相談役
取締役（社外取締役） 岩 沙 弘 道 三井不動産㈱ 代表取締役会長
取締役（社外取締役） 岡 田 直 敏 ㈱日本経済新聞社 代表取締役会長
常 勤 監 査 役 村 田 一 郎 ㈱テレビ東京 常勤監査役
監査役（社外監査役） 村 上 一 則 ㈱テレビ東京 監査役
監査役（社外監査役） 松 尾 邦 弘 弁護士（松尾邦弘法律事務所）

監査役（社外監査役） 加賀見 俊 夫
㈱オリエンタルランド 代表取締役会長(兼)ＣＥＯ
㈱ミリアルリゾートホテルズ 取締役相談役
京葉瓦斯㈱ 社外監査役

　

（注）1. 取締役 大橋洋治氏、取締役 岩沙弘道氏、取締役 岡田直敏氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 村上一則氏、監査役 松尾邦弘氏、監査役 加賀見俊夫氏は、社外監査役であります。
3. 監査役 村上一則氏は長年にわたり経理業務に従事し、財務及び会計について相当な知見を有しております。
4. 当社は取締役 大橋洋治氏、取締役 岩沙弘道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。

2021年05月21日 19時18分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



35

5. 2021年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

専 務 取 締 役 加 増 良 弘 経営企画統括
㈱テレビ東京 専務取締役

常 務 取 締 役 狐 﨑 浩 子 総務人事担当、法務、広報、労務、グループ統括
㈱テレビ東京 常務取締役

取 締 役 川 崎 由紀夫 アニメ・ビジネス統括
㈱テレビ東京 取締役

2. 経営諮問会議の概要

　当社は独立社外取締役の助言を経営に反映させることにより、経営の客観性、透明性などを確保するため、代
表取締役と独立社外取締役で構成する「経営諮問会議」（年２回程度開催）を設置しております。「経営諮問会
議」では、経営の重要課題について独立社外取締役の助言を求め、経営の意思決定の参考にしております。また
情報交換、認識の共有のために、社外監査役の出席を求めることができるようにしております。

3. 責任限定契約の内容の概要
　

　当社は社外取締役及び社外監査役の全員との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を会社法に定める最
低責任限度額までとする責任限定契約を締結しております。

4. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間において、当社及び子会社（㈱テレビ東京、㈱ＢＳテレビ東京）の取締役、監査役、
執行役員及び管理職従業員を被保険者として、被保険者が行った行為に起因して、被保険者に対して損害賠償請
求がなされたことにより被保険者が被る法律上の損害賠償金及び争訟費用等を補填することを目的とする保険契
約を締結しております。保険料については当社が全額負担しております。
　この保険契約により被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、犯罪行為または法令に違
反することを認識しながら行った行為に起因する損害は補填されない等の免責事由があります。
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5. 取締役及び監査役の報酬等

（1）取締役の報酬
①取締役の個人別の報酬等の決定の方針の決定方法

当社の取締役の報酬体系は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能し、長期的、短期
的な株主利益と連動することを目指して「取締役報酬規程」を定めておりましたが、今般の会社法改正に伴
い、あらためて2021年４月21日開催の取締役会にて「取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針」
を決議いたしました。
②取締役の個人別の報酬等の決定の方針の概要
＜常勤取締役の報酬＞
常勤取締役の報酬は、基本報酬である「月額報酬」及び長期インセンティブである「株式取得報酬」で構

成しております。
常勤取締役の各人別の月額報酬額は、各取締役の役位、在任期間、担当職務、職務執行能力及び過年度に

おける業績への寄与度等に基づいて支給額を決定します。
株式取得報酬は業績向上と株価上昇の連動による長期的なインセンティブを目的として、原則として各取

締役の月額報酬の２カ月分を支給します。株式取得報酬は月割したうえで月額報酬にあわせて支給され、原
則としてその全額を役員持株会へ月々拠出し、当社株式を継続的に取得します。株式取得報酬で取得した当
社株式は、取締役在任期間中は原則として売却することはできません。
また、業績連動報酬として賞与を支給しており、業務執行を担う取締役の賞与については、業績との連動

性が高いことから、定時株主総会にて基本報酬の限度額とは別に支給額の決議を経て支給しております。賞
与の総額の計算に当たっては、業績との連動性を図るため、連結ベース業績の売上高、営業利益、親会社株
主に帰属する当期純利益等を指標として、過去の賞与額の水準と当該期の事業環境等を考慮して算定してお
ります。当期の業績等につきましては前記の「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。

＜非常勤取締役の報酬＞
非常勤の取締役の報酬は、原則として月額報酬のみとし、その取締役の社会的地位及び会社への貢献度等

を考慮のうえ決定します。

＜取締役の個人別の報酬等の決定の委任＞
取締役の個人別の報酬等の決定については取締役会が代表取締役社長に委任できることを定めておりま

す。
当事業年度においては、2020年６月18日開催の取締役会にて代表取締役社長石川一郎氏に取締役の個人

別の報酬額の決定について委任する決議をしております。その権限の内容は、「取締役報酬規程」に基づい
て、取締役の基本報酬（月額報酬及び株式取得報酬）の額を決定すること、及び同日開催の第10回定時株主
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総会で可決された取締役賞与の配分を決定することであります。これらの権限を委任した理由は、当社全体
の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役社長に委任することが最も適切である
と考えるからであります。

③当事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容が決定の方針に合致すると判断する理由
当事業年度の個人別の報酬等は、経営諮問会議に概要を諮問のうえ、代表取締役社長がその職責に従って

適切に決定し支給していることから、当該決定方針に合致していると判断しております。

（2）監査役の報酬
監査役の報酬は、「監査役報酬規程」に従って監査役の協議により決定します。
監査役の報酬は、原則として月額報酬のみで構成しております。
監査役の各人別の月額報酬額は、常勤・非常勤の別及び在任期間並びに担当職務等に基づいて、監査役の

協議により支給額を決定します。非常勤の監査役の報酬については、その監査役の社会的地位及び会社への
貢献度等を考慮のうえ決定します。

（3）当事業年度に係る支給人員及び支給額
　

役員区分
対象となる
役員の員数
（名）

報酬等の種類別の総額（百万円）
報酬等の総額
（百万円）基本報酬 業績連動報酬

月額報酬 株式取得報酬 賞与
取締役
（うち社外取締役）

10
（2）

273
（12）

34
（―）

20
（―）

328
（12）

監査役
（うち社外監査役）

5
（4）

47
（28）

―
（―）

―
（―）

47
（28）

　

（注）1．上記には使用人分給与は含まれておりません。
2．上記には、2020年６月18日開催の第10回定時株主総会をもって退任した取締役２名の報酬が含まれております。
3．取締役の基本報酬の限度額は、当社第１回定時株主総会（2011年6月24日開催）にて年額500百万円以内（うち社外取締役
は年額20百万円以内）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は14名（うち社外取締役は2名）で
す。

4．監査役の基本報酬の限度額は、当社第１回定時株主総会（2011年6月24日開催）に年額60百万円以内と決議しております。
当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は4名です。

5．取締役の支給人員のうち、社外取締役１名とグループ会社の役員を兼任し当該社が報酬を支払う取締役５名に対しては当社
から報酬の支払いがないため、役員の員数に含まれておりません。

6．当社は業績連動報酬として賞与を支給しており、業務執行を担う取締役の賞与については業績との連動性が高いことから、
定時株主総会にて基本報酬の限度額とは別に支給額の決議をいただいております。表に記載の賞与額は、当事業年度におけ
る役員賞与引当金の繰入額20百万円（取締役６名に対し20百万円）であり、当該賞与は本総会にて「取締役賞与支給の件」
が原案どおり決議されることによって支給されます。なお、監査役、社外役員には賞与を支給しておりません。
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6. 社外役員に関する事項
　
（1）重要な兼職先と当社との関係

　

氏 名 兼職先と当社との関係

岡 田 直 敏 ・㈱日本経済新聞社 代表取締役会長
当社は同社の持分法適用の関連会社であります。

村 上 一 則
・㈱テレビ東京 監査役
同社は当社の連結子会社であり、グループの中核をなす事業子会社であります。当社は同社との間
で、経営状況を管理、指導するための経営管理契約を締結しております。

　

（注）上記以外の兼職先については、当社との間に重要な取引その他の関係はありません。

（2）当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 大 橋 洋 治
当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席し、豊富な経営経験、知
識に基づいた意見を述べております。また、経営諮問会議に出席し、代表
取締役に対して有益な意見を積極的に述べております。

取 締 役 岩 沙 弘 道
当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席し、豊富な経営経験、知
識に基づいた意見を述べております。また、経営諮問会議に出席し、代表
取締役に対して有益な意見を積極的に述べております。

取 締 役 岡 田 直 敏
当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席し、豊富な経営経験、知
識に基づいた意見を述べております。また、㈱日本経済新聞社の代表取締
役会長と兼任することにより同社と当社グループの協調的な発展に尽力し
ております。

監 査 役 村 上 一 則
2020年６月18日就任以降に開催した取締役会10回の全てに出席し、また
監査役会９回の全てに出席して豊富な経営経験、知識に基づいた意見を述
べております。また、代表取締役との意見交換会に出席し、経営計画とそ
の進捗状況や成長戦略に関する詳細な説明を受け、監査役の立場から意見
を述べております。

監 査 役 松 尾 邦 弘
当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席し、また監査役会13回
の全てに出席して法曹界での豊富な経験、専門知識に基づいた意見を述べ
ております。また、代表取締役との意見交換会に出席し、経営計画とその
進捗状況や成長戦略に関する詳細な説明を受け、監査役の立場から意見を
述べております。

監 査 役 加賀見 俊 夫
当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席し、また監査役会13回
の全てに出席して豊富な経営経験、知識に基づいた意見を述べておりま
す。また、代表取締役との意見交換会に出席し、経営計画とその進捗状況
や成長戦略に関する詳細な説明を受け、監査役の立場から意見を述べてお
ります。
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Ⅳ. 会計監査人の状況
　
（1）会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 36百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 75百万円
　

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は合計額で記載しております。

2. 当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等の相当性につい
て必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

　
（3）非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、「収益
認識に関する会計基準等の適用に関する助言指導業務」についての対価を支払っております。
　

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の
同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
　
　

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率については表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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連結貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位 百万円）
科 目 金 額

資産の部
流動資産 71,092
現金及び預金 31,247
受取手形及び売掛金 26,313
未収還付法人税等 356
金銭の信託 442
制作勘定 11,690
商品 151
貯蔵品 24
その他 868
貸倒引当金 △4

固定資産 56,983
有形固定資産 29,054
建物及び構築物 11,665
機械装置及び運搬具 11,453
工具、器具及び備品 1,215
土地 4,291
リース資産 429
無形固定資産 1,740
投資その他の資産 26,188
投資有価証券 18,750
長期貸付金 5
繰延税金資産 756
その他 6,696
貸倒引当金 △20

資産合計 128,075

科 目 金 額
負債の部

流動負債 33,667
支払手形及び買掛金 4,995
短期借入金 5,100
リース債務 119
未払費用 16,131
未払法人税等 895
賞与引当金 1,876
役員賞与引当金 75
その他 4,473

固定負債 5,333
リース債務 102
長期未払金 2,032
繰延税金負債 1,125
役員退職慰労引当金 24
退職給付に係る負債 1,981
その他 66

負債合計 39,001
純資産の部

株主資本 81,670
資本金 10,000
資本剰余金 19,542
利益剰余金 52,447
自己株式 △320
その他の包括利益累計額 4,412
その他有価証券評価差額金 4,480
為替換算調整勘定 △20
退職給付に係る調整累計額 △47
非支配株主持分 2,991
純資産合計 89,074
負債純資産合計 128,075
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連結損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位 百万円）

科 目 金 額
売上高 139,084
売上原価 100,742
売上総利益 38,342
販売費及び一般管理費 33,113
営業利益 5,228
営業外収益
受取利息及び配当金 225
投資事業組合運用益 24
受取賃貸料 96
その他 68 415
営業外費用
支払利息 25
為替差損 18
持分法による投資損失 232
その他 27 303
経常利益 5,340
特別利益
固定資産売却益 0
投資有価証券売却益 137
その他 0 138
特別損失
固定資産除却損 26
減損損失 125
投資有価証券評価損 10
退職給付制度改定損 414
新型コロナウイルス感染症による損失 179
その他 2 758
税金等調整前当期純利益 4,720
法人税、住民税及び事業税 2,084
法人税等調整額 △153 1,930
当期純利益 2,789
非支配株主に帰属する当期純利益 214
親会社株主に帰属する当期純利益 2,575
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連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位 百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 10,000 20,336 50,983 △627 80,692
当期変動額
剰余金の配当 △1,131 △1,131
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,575 2,575

持分法の適用範囲の変動 19 19
自己株式の取得 △485 △485
自己株式の消却 △793 793 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △793 1,464 307 978
当期末残高 10,000 19,542 52,447 △320 81,670

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 1,893 △6 △247 1,638 2,866 85,197
当期変動額
剰余金の配当 △1,131
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,575

持分法の適用範囲の変動 19
自己株式の取得 △485
自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,587 △14 200 2,773 124 2,898

当期変動額合計 2,587 △14 200 2,773 124 3,876
当期末残高 4,480 △20 △47 4,412 2,991 89,074
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貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位 百万円）

科 目 金 額

資産の部
流動資産 31,741

現金及び預金 27,319

売掛金 304

金銭の信託 442

前払費用 104

未収還付法人税等 355

その他 3,214

固定資産 79,390

有形固定資産 15,547

建物 6,381

構築物 353

機械及び装置 8,094

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 716

無形固定資産 334

投資その他の資産 63,509

投資有価証券 2,688

関係会社株式 58,171

その他 2,649

資産合計 111,132

科 目 金 額

負債の部
流動負債 37,595
短期借入金 5,100
未払金 602
未払費用 815
未払法人税等 145
前受金 183
預り金 30,727
役員賞与引当金 20

固定負債 2,077
長期預り保証金 1,995
繰延税金負債 82

負債合計 39,673
純資産の部
株主資本 71,240
資本金 10,000
資本剰余金 45,060
資本準備金 7,700
その他資本剰余金 37,360
利益剰余金 16,500
その他利益剰余金 16,500
繰越利益剰余金 16,500

自己株式 △320
評価・換算差額等 219
その他有価証券評価差額金 219
純資産合計 71,459
負債純資産合計 111,132
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損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位 百万円）

科 目 金 額
営業収益 12,579
営業費用 11,209
営業利益 1,369
営業外収益
受取利息及び配当金 21
受取賃貸料 22
投資事業組合運用益 24
その他 0 69
営業外費用
支払利息 183
その他 14 197
経常利益 1,240
特別損失
固定資産除却損 0 0
税引前当期純利益 1,240
法人税、住民税及び事業税 △1,093
法人税等調整額 15 △1,077
当期純利益 2,318
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株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位 百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金
当期首残高 10,000 7,700 38,153 45,853 15,312 15,312
当期変動額
剰余金の配当 △1,131 △1,131
当期純利益 2,318 2,318
自己株式の取得
自己株式の消却 △793 △793
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － △793 △793 1,187 1,187
当期末残高 10,000 7,700 37,360 45,060 16,500 16,500

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △627 70,538 △156 △156 70,382
当期変動額
剰余金の配当 △1,131 △1,131
当期純利益 2,318 2,318
自己株式の取得 △485 △485 △485
自己株式の消却 793 － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 375 375 375

当期変動額合計 307 701 375 375 1,077
当期末残高 △320 71,240 219 219 71,459
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月10日

株式会社 テレビ東京ホールディングス
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 敏 幸㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 康 二㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社テレビ東京ホールディングスの2020年4月1日か

ら2021年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社テレビ東京ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月10日

株式会社 テレビ東京ホールディングス
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 敏 幸㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 康 二㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社テレビ東京ホールディングスの2020年4月

1日から2021年3月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第11期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当該事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、当該事業年度の監査方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システム監査実施
基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及
び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効である旨の報告を取
締役等及び有限責任監査法人トーマツから受けております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月12日

株式会社テレビ東京ホールディングス 監査役会
監査役(常勤監査役) 村 田 一 郎㊞
監査役(社外監査役) 村 上 一 則㊞
監査役(社外監査役) 松 尾 邦 弘㊞
監査役(社外監査役) 加 賀 見 俊 夫㊞

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

　

株主総会のご案内
日時
場所

2021年６月17日（木曜日）午前10時（受付開始午前９時）
東京都文京区後楽一丁目３番61号 東京ドームシティホール
ＪＲ水道橋駅 東口 徒歩２分
東京メトロ丸ノ内線・南北線 後楽園駅 ２番出口 徒歩８分
都営地下鉄三田線 水道橋駅 Ａ２出口 徒歩１分

白
山
通
り

白
山
通
り

2番出口 東京ドーム方面

Ａ2出口

外堀通り

後楽園
ホールビル

黄色いビル
東京ドームホテル東京ドームホテル

ミーツポートミーツポート

神田川

東京ドームシティ
アトラクションズ
東京ドームシティ
アトラクションズ

プリズムホールプリズムホール

21ゲート21ゲート

東京ドーム

小石川
後楽園

ラクーア

西口西口

歩道橋歩道橋

JR中央線・総武線

至新宿

至飯田橋至飯田橋

JR 水道橋駅

東京メトロ丸ノ内線

都
営
地
下
鉄
三
田
線

至御茶ノ水

後楽園駅後楽園駅

東京ドームシティホール
会場入口（1階）

東口

後
楽
園
駅

後
楽
園
駅

水
道
橋
駅

水
道
橋
駅

東
京
メ
ト
ロ
南
北
線

東
京
メ
ト
ロ
南
北
線

至
西
高
島
平

至
目
黒

壱岐坂下

水道橋

至東京至池袋

至
駒
込

至
駒
込

後楽橋

階段降りる

　

　
◎５ページの「新型コロナウイルス感染症対策」をご確認のうえご来場ください。
◎当日は会場周辺道路・駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮願います。
◎受付開始時刻は午前９時の予定です。午前10時の開会間際は混雑いたしますので、お早めにお越しください。
◎株主様ではない代理人及び同伴の方など、株主様以外の方は総会にご出席いただけません。（お身体の不自由な株主様の同
伴の方を除きます）

◎クールビズ期間のため当社の出席者、係員も軽装とさせていただきますので、ご了解いただきますようお願い申しあげます。
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